第１４章　物価および家計
卸売物価の動向
　昭和51年の大阪市内卸売物価指数は、年平均で150.1（昭和45年を100とする）となり、昭和50年に比べ7.0パーセントの上昇となった。
　昭和51年の卸売物価の特徴をみると、50年末から51年夏にかけて景気の回復テンポを上回るスピードで上昇を続けたが、８月以降は上昇テンポは鈍化し、11月にはついに下落に転じた。
　また、品目別にみると繊維品、化学製品、鉱物・金属材料が対前年10パーセント台の上昇を示し、次いで衣服・身のまわり品、建築材料、雑品も８パーセント台と高い上昇を示した。これに対し機械器具、家具・建具・什器については対前年をやや下回った。　
消費者物価の動向
昭和51年平均の大阪市消費者物価指数は、総合指数で109.5 （昭和50年を100とする）となり、昭和50年平均に比べ9.5パーセントと上昇を示した。最近年次の上昇率の推移をみると、46年が6.2パーセント、47年が3.4パーセント、48年が11.5パーセント、49年が24.2パーセント、50年が12.3パーセントとなっており、３年間続いた２ケタ上昇もようやく１ケタ上昇となった。
　費目別に前年からの動きをみると、食料指数は前年に比べ8.5パーセントの上昇となった。上昇の原因としては、野菜の20.4パーセントを筆頭に、肉類の11.3パーセント、主食の11.2パーセント、酒類の10.4パーセントといずれも２ケタ上昇を示し、生鮮魚介、外食、果物等もかなりの上昇となった。
　次に住居指数は前年に比べ5.3パーセントの上昇となった。これは、水道料が44.9パーセントと大幅な上昇となったほか、家賃が8.0パーセント、設備修繕が6.1パーセントとそれぞれ上昇を示したためである。
　光熱指数では、その他の光熱が9.6パーセントとかなりの上昇を示したのに比べ電気ガス代が3.8パーセントの上昇にとどまったため、前年に比べ4.4パーセントの上昇となった。
　被服指数は前年に比べ7.8パーセントの上昇となった。これは、洋服が12.7パーセントと２ケタ上昇となり、身の回り品が8.1パーセント、和服も5.8パーセントと上昇を示したためである。
　雑費指数は前年に比べ13.8パーセントの上昇となった。これは、たばこの49.0パーセント、教育の25.3パーセント、交通通信18.7パーセントなどの上昇によるものである。
家計費の概況
　昭和51年の大阪市の全世帯（２人以上の非農林漁家）の年平均１ヵ月間の生計費（消費支出金額）は17万637円で、前年の15万5,182円に比べて10.0パーセントの伸びとなった。また五大費目の増加率をみると、食料費10.4パーセント増、住居費6.2パーセント増、光熱費10.1パーセント増、被服費14.6パーセント増、雑費9.3パーセント増となっている。
つぎに大阪市勤労者世帯の家計状況をみると、まず実収入では、１世帯平均24万4,592円で、前年に比べて15.5パーセント増、実質では5.5パーセント増となった。内容別では、世帯主収入が21万1,551円で前年に比べて16.6パーセント増、実質では6.5パーセント増となり、その他の世帯員収入は１万9,632円で前年に比べて0.9パーセント増、実質では7.9パーセント減となった。
　可処分所得（実収入から非消費支出を引く）をみると、22万2,892円で前年に比べて13.9パーセント増となった。
　一方、実支出の状況をみると、１世帯１ヵ月平均実支出額は19万1,928円で前年に比べて9.1パーセント増、またこのうち消費支出金額は17万228円で6.6パーセント増、実質では2.6パーセント減であった。非消費支出（税金、社会保障費等）は２万1,700円、33.9パーセント増となった。また実支出以外の支出（保険掛金、貯金等）は12万528円で前年に比べ74.7パーセント増と大きく伸びた。
　このような勤労者世帯の家計収支バランスをみると、平均消費性向（消費支出を可処分所得で割る）は76.4パーセントとなり前年より5.2ポイント下回った。また黒字は５万2,664円で前年に比べて46.6パーセント増となった。
